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Ⅰ 事業の概要 

１．空港周辺整備機構の目的と業務 

（１）目的 

独立行政法人空港周辺整備機構（以下「機構」という。）は、周辺整備空港の周

辺地域において空港周辺整備計画を実施する等により、その地域における航空機の

騒音により生ずる障害の防止及び軽減を図り、併せて生活環境の改善に資すること

を目的とする。 

（２）業務 

機構は、公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律

（以下「航空機騒音防止法」という。）第２０条の目的を達成するため、次の業務

を行う。 

①空港周辺整備計画に基づき、緑地帯その他の緩衝地帯の造成、管理及び譲渡を

行うこと。 

②空港周辺整備計画に基づき、航空機の騒音によりその機能が害されるおそれの

少ない施設の用に供する土地の造成、管理及び譲渡を行うこと。 

③空港周辺整備計画に基づき、周辺整備空港に係る第一種区域内から住居を移転

する者のための住宅等の用に供する土地の造成、管理及び譲渡を行うこと。 

④周辺整備空港に係る航空機騒音防止法第８条の２に規定する工事に関し助成

を行うこと。 

⑤周辺整備空港の設置者の委託により、航空機騒音防止法第９条〔移転の補償等〕

第 1 項の規定による建物等の移転又は除却により生ずる損失の補償及び同条第

２項の規定による土地の買入に関する事務を行うこと。 

⑥前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

⑦前記①から⑥の業務のほか、業務の遂行に支障のない範囲内において、特定飛

行場の設置者又は地方公共団体の委託により、特定飛行場の周辺地域において

緑地帯その他の緩衝地帯の造成を行うことができる。 

⑧当分の間、航空機騒音防止法第２８条に規定する業務のほか、旧法第４４条第

１項第４号の業務のうち住宅等の管理及び譲渡に関する業務を行うことができ

る。 

 

２．法人の沿革等 

（１）沿革 

昭和４２年 ８月 １日「航空機騒音防止法」の公布・施行 

昭和４８年１２月２７日 環境庁「航空機騒音に係る環境基準」を告示 

昭和４９年 ３月２７日「航空機騒音防止法」の改正 

昭和４９年 ３月２８日 大阪府、兵庫県知事「大阪国際空港周辺整備計画」を

策定 

昭和４９年 ３月２８日 運輸大臣、大阪国際空港周辺整備機構の設立を認可 

昭和４９年 ４月１５日「大阪国際空港周辺整備機構」発足 

昭和５１年 ６月２１日 福岡県知事「福岡空港周辺整備計画」を策定 
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昭和５１年 ６月２５日 運輸大臣、福岡空港周辺整備機構の設立を認可 

昭和５１年 ７月 １日「福岡空港周辺整備機構」発足 

昭和５９年１２月２９日「６０年９月末までに大阪国際空港周辺整備機構と福岡

空港周辺整備機構の統合を行うこと」が閣議決定 

昭和６０年 ９月３０日「空港周辺整備機構」発足 

平成１３年１２月１９日 空港周辺整備機構を独立行政法人とする「特殊法人等

整理合理化計画」が閣議決定 

平成１５年１０月 １日「独立行政法人空港周辺整備機構」発足 

（２）根拠法令 

公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関する法律（昭和４

２年法律第１１０号） 

（３）所管官庁及び主務大臣 

所管官庁：国土交通省 

主務大臣：国土交通大臣 

 

３．事務所 

（１）主たる事務所 

大阪国際空港事業本部 

〒５６３－００３４ 

大阪府池田市空港二丁目２番５号  空港施設大阪綜合ビル内 

電話  ０６－６８４３－１６６１ 

（２）従たる事務所 

福岡空港事業本部 

〒８１２－００１３ 

福岡市博多区博多駅東二丁目１７番５号  アークビル内 

電話  ０９２－４７２－４５９１ 

 

４．資本金の状況 

機構の資本金は、公共用飛行場周辺における航空機騒音による障害の防止等に関

する法律の一部を改正する法律（平成１４年法律第１８４号）附則第２条第６項の

規定により政府及び関係地方公共団体から出資があったものとされた金額の合計

額とする。（航空機騒音防止法第２２条） 

資本金総額 １，４００百万円 （Ａ） 

政府出資金 

空港整備特別会計 １，０５０百万円 （Ｂ）／（Ａ） ７５％ 

地方公共団体出資金 ３５０百万円 （Ｃ）／（Ａ） ２５％ 

大阪府 １２５百万円 

兵庫県 １２５百万円 

福岡県 ５０百万円 

福岡市 ５０百万円 
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（単位：百万円） 

区    分 
平成１５年度 

年度末残高 
期中増△減額 

平成１６年度 

年度末残高 

政 府 出 資 金 １，０５０ ０ １，０５０ 

地方公共団体出資金 ３５０ ０ ３５０ 

 

 

Ⅱ 独立行政法人空港周辺整備機構役員名簿 

 

氏  名 役 職 任   期 経 歴（最 終） 摘要 

芳野 幸男 理事長 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１９年９月３０日 

運輸省（現国土交通省） 

海上保安庁灯台部長 
 

広瀬 経之 理 事 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

自治省（現総務省） 

消防庁消防大学校長 
 

石垣 利幸 理 事 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

国土交通省大阪航空局 

大阪空港事務所長 

H17.1.15 

辞任 

平井 整治 理 事 

平成１７年１月１５日 

～ 

平成１７年９月３０日 

国土交通省東京航空局 

東京空港事務所長 

H17.1.15 

任命 

樽谷 紘三 理 事 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

兵庫県阪神・淡路大震災復興 

本部総括部長 

H17.3.31

辞任 

庄田  進 理 事 

平成１７年４月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

大阪府人事委員会事務局長 
H17.4.1

任命 

高浜 幸雄 理 事 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

福岡県企画振興部長  

前田 剛志 監 事 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

大蔵省（現財務省） 

理財局地方資金課 

地方資金調査官 

 

坪内  隆 
監 事 

（非常勤） 

平成１５年１０月１日 

～ 

平成１７年９月３０日 

公認会計士・税理士  
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Ⅲ 職員の定数 

（単位：人） 

年  度 
平成１５年度 

９ 月 末 

平成１５年度 

年 度 末 

平成１６年度

年 度 末 

増 員 ０ ０ ４ 

減 員 △２ △１５ △１ 

年度末定員 １０７ ９２ ９５ 
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Ⅳ 平成１６事業年度事業実施状況の概要 

 

平成１６事業年度における機構の事業の実施状況は次のとおりである。 

合 算 （単位：千円） 

事業区分 平成１６事業年度実施額 

 

大阪固有事業 

再開発整備事業 

代替地造成事業 

共同住宅事業 

 

福岡固有事業 

再開発整備事業 

代替地造成事業 

 

 

 

205,667 

1,760 

34,866 

 

 

162,761 

2,614 

 

 

小計 

 

 

407,668 

 

受託事業 

移転補償事業 

緑地造成事業 

 

 

 

3,649,684 

3,874,265 

 

 

小計 

 

 

7,523,949 

 

その他事業 

民家防音事業 

附帯事業 

 

 

 

1,795,174 

77,820 

 

小計 

 

 

1,872,994 

 

合計 

 

 

9,804,611 

 

注） 大阪固有事業及び福岡固有事業の業務外支出は除く。 
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大阪国際空港事業本部                  （単位：千円） 

平成１６事業年度実施額 
事業区分 

実施額 実施事業量 

固有事業 

 

再開発整備事業 

 

 

代替地造成事業 

 

共同住宅事業 

 

 

 

205,667 

 

 

1,760 

 

34,866 

 

 

国有地借受 

用地造成 

 

 

52,031.06 ㎡ 

1,640.03 ㎡ 

小計 242,293 
  

受託事業 

 

移転補償事業 

 

緑地造成事業 

 

 

 

621,709 

 

3,829,465 

 

 

建物補償 

 

用地取得 

建物補償 

造成・植栽 

 

 

23 件 

 

13,772.51 ㎡ 

19 件 

4,330 ㎡ 

小計 4,451,174  
 

その他事業 

 

民家防音事業 

 

 

 

1,512,750 

 

未実施 

機能回復(未実施) 

機能回復(告示日後) 

再更新 

告示日後対策 

 

45 件 

573 台 

598 台 

4,459 台 

42 件 

 

合計 

 

 

6,206,217 

  

注） 大阪固有事業の業務外支出は除く。 
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福岡空港事業本部                    （単位：千円） 

平成１６事業年度実施額 
事業区分 

実施額 実施事業量 

固有事業 

 

再開発整備事業 

 

 

代替地造成事業 

 

 

 

162,761 

 

 

2,614 

 

 

国有地借受 

用地造成 

 

 

43,977.92 ㎡ 

5,488.52 ㎡ 

小計 165,375   

受託事業 

 

移転補償事業 

 

 

緑地造成事業 

 

 

 

3,027,975 

 

 

44,800 

 

 

用地取得 

建物補償 

 

緑地整備 

 

 

12,781.04 ㎡ 

10 件 

 

4,272 ㎡ 

小計 3,072,775 
  

その他事業 

 

民家防音事業 

 

 

 

 

附帯事業 

 

 

282,424 

 

 

 

 

77,820 

 

未実施 

機能回復(未実施) 

機能回復(告示日後) 

再更新 

告示日後対策 

 

建物補償 

 

 

15 件 

772 台 

9 台 

169 台 

25 件 

 

1 件 

小計 360,244   

合計 3,598,394 
  

注） 福岡固有事業の業務外支出は除く。 
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Ⅴ 借入金の額及び借入先 

 

１．空港周辺整備債券の状況 

空港周辺整備債券は、独立行政法人空港周辺整備機構が資金調達のために国土交

通大臣の認可を受けて発行する債券で、取引金融機関による縁故債である。 

 

空港周辺整備債券の内訳 （単位：円） 

平成１５年度末残高 平成１６年度発行額 平成１６年度償還額 平成１６年度末残高 

3,456,200,000 268,800,000 925,000,000 2,800,000,000 

 

２．借入金の状況 

長期借入金は平成１５年度末残高 6,245,865,060 円であり、平成１６年度の新規

借入額は、682,626,000 円、償還額 991,409,554 円であり、残高 5,937,081,506 円

となった。 

 

借入金の内訳                         （単位：円） 

区  分 
平成１５年度 

年度末残高 

平成１６年度 

借 入 額 

平成１６年度 

償 還 額 

平成１６年度 

年度末残高 
摘  要 

長期借入金 

政 府 借 入 金 

地方公共団体借入金 

 

政 府 保 証 借 入 金 

6,245,865,060 

1,566,849,545 

3,670,345,515 

 

1,008,670,000 

682,626,000 

47,084,000 

227,542,000 

 

408,000,000 

991,409,554 

139,189,076 

544,100,478 

 

308,120,000 

5,937,081,506 

1,474,744,469 

3,353,787,037 

 

1,108,550,000 

借入先： 

国土交通省 

大阪府・兵庫県 

福岡県・福岡市 

※ 

※東京三菱銀行、みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行、三井住友銀行、ＵＦＪ銀行、りそな銀行、新生銀行、池田銀行、信金中央金庫 計８行 

 

３．各本部別内訳 

 

（大阪国際空港事業本部） 

空港周辺整備債券の内訳 （単位：円） 

平成１５年度末残高 平成１６年度発行額 平成１６年度償還額 平成１６年度末残高 

2,527,000,000 268,800,000 802,500,000 1,993,300,000 

 

借入金の内訳                         （単位：円） 

区  分 
平成１５年度 

年度末残高 

平成１６年度 

借 入 額 

平成１６年度 

償 還 額 

平成１６年度 

年度末残高 
摘  要 

長期借入金 

政 府 借 入 金 

地方公共団体借入金 

政 府 保 証 借 入 金 

3,139,128,510 

645,087,900 

1,485,370,610 

1,008,670,000 

682,626,000 

47,084,000 

227,542,000 

408,000,000 

561,372,669 

51,852,143 

201,400,526 

308,120,000 

3,260,381,841 

640,319,757 

1,511,512,084 

1,108,550,000 

借入先： 

国土交通省 

大阪府・兵庫県 

※ 

※東京三菱銀行、みずほｺｰﾎﾟﾚｰﾄ銀行、三井住友銀行、ＵＦＪ銀行、りそな銀行、新生銀行、池田銀行、信金中央金庫 計８行 
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（福岡空港事業本部） 

空港周辺整備債券の内訳 （単位：円） 

平成１５年度末残高 平成１６年度発行額 平成１６年度償還額 平成１６年度末残高 

929,200,000 － 122,500,000 806,700,000 

 

借入金の内訳 （単位：円） 

区  分 
平成１５年度 

年度末残高 

平成１６年度 

借 入 額 

平成１６年度 

償 還 額 

平成１６年度 

年度末残高 
摘  要 

長期借入金 

政 府 借 入 金 

地方公共団体借入金 

3,106,736,550 

921,761,645 

2,184,974,905 

－ 

－ 

－ 

430,036,885 

87,336,933 

342,699,952 

2,676,699,665 

834,424,712 

1,842,274,953 

借入先： 

国土交通省 

福岡県・福岡市 

 

 

Ⅵ 補助金の受領状況 

 

大阪固有事業、福岡固有事業及びその他事業を実施するための財源として補助金を

次のとおり受け入れた。 

（単位：円） 

補助金の別 平成１６年度 摘  要 

 

国庫補助金 

（大阪固有事業勘定） 

（福岡固有事業勘定） 

（その他事業勘定） 

 

地方公共団体補助金 

（その他事業勘定） 

 

 

1,715,701,496 

19,782,000 

14,640,000 

1,681,279,496 

 

 

216,041,156 

 

合   計 1,931,742,652  

 


